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2 ), 国が権利を承継すべきものは8件， 承継す
べきでないと判断されたもの7件，任意譲渡で、国
が承継したもの17件となっている。なお，本学で
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利は委託者等外部の者に無償で使用させ，ま
たは譲渡することはできないと定められてい
る。そこで，受託研究の受入れにあたって
は，委託者に対して京都大学受託研究取扱規
程を了知させるとともに，前記規程第4条第
1項第2号に係る工業所有権等の帰属は京都
大学発明取扱規程第13条，第14条によるもの
であることを同意させておくことが必要であ
る。受託研究によって，発明が生じた場合の
取扱いは，次に述べる「民間等との共同研
究」の場合とほぼ同じとなっている。
(4）任意譲渡について
本学発明取扱規程第17条によると，教官個人
に帰属すべき特許を受ける権利をその教官が，
固に譲渡することを申し出ることが認められて
し、る。その申し出に基づいて，発明審議委員会
が当該発明に係る特許を受ける権利を，国が承
継することとしたものについては，特許の出願
から実施までの一連の業務は，日本学術振興会
が行うことになっている。教官個人で既に出願
済みの発明でも，国で受け入れることができる
が，出願に要した費用は還元されなし、。また，
f同人でしかるべき弁理士を通じて出願手続を進
めている途中で，国に譲渡を申し出た場合，そ
の弁理士が，日本学術振興会の予め指定する弁
理士と違うときには，事務的に引き継ぐだけで
は済まなく，経費の面で問題を生ずることが多
L、。すなわち，日本学術振興会では，承継して
固有となった時点以後のみについて経費負担す
ることになり，それ以前の経費は個人負担とな
る。緊急を要するものは，出願する前に日本学
術娠興会に連絡する必要がある。この点は，特
許に係る権利の性質上，現行の制度運用に関し
改善すべき事柄の一つである。なお，任意譲渡
に当たっては，発明者が特許権利取得の可能性
が大きし、かどうか，また実用的価値があるかど
うかについて十分に検討されていることが望ま
れる。
5. おわりに
発明取扱規程は，自由発明と職務発明と 2つの
考え方に対して，国が権利を承継すべき発明の範
囲について規準を示したものであり，これにより
権利の帰属に関する判断基準が一応確立されたの
である。従来は，特許の申請は発明者である教官
個人が主体となって，煩雑な事務処理をする必要
があったが，この事務手続と経費は，日本学術振
興会が受け持つことになり，本学の負担は，経費，
業務の両面で著るしく軽減されることになった。
特許として登録された発明の実施，すなわち企
業化については，日本学術振興会を通じて新技術
開発事業団が担当することになっており，委託開
発及び開発のあっせんの2形態で実施化活動が行
われており，優れた大学の研究成果が，固有特許
技術として積極的に活用されるような体制が確立
されている。
この際，民間企業等が当該発明を実施し，販売
等の成果が上がったときは，通常売上げ額の3～
5$ちの実施料が新技術開発事業団に納付される
が，あっせんの場合は，大学90%，日本学術娠興
会l箔，新技術開発事業団 9$ぢ，委託開発の場合
は，大学471-必，日本学術振興会5立必，新技術
19 19 
開発事業団47－－＇－第の比率で比例配分されることに
19 
なっている。
なお，発明者自身に対する補償金は，現行では
200万円が限度となっているが， 実施料の一部を
発明を行った当該教官，またはその所属研究組織
へ研究奨励金として還元される方向で，改善措置
の検討が進められている。現在のところ相当な実
施料収入をあげている大学の研究者に対しては，
研究奨励金としてではないが，研究施設 ・設備費
等に一定の予算措置が講じられた例のあることが
報告されている。
以上述べたように，発明取扱規程は，大学の教
官等の権利を尊重し，発明に係る特許出願を迅速
かつ効率的に行い，特許権化を図って研究成果の
社会的活用を促進することを意図したものであ
る。
今後，この制度がより有効に機能し，続々と優
れた発明が実用化され，社会的に貢献されること
を切に希望するものである。
。
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食糧科学研究所
食品プロセス研究部門
食糧科学研究所は，食糧の生産，加工，利用及
び貯蔵に関する基礎並びに応用の研究を行う目的
で，昭和21年9月本学に附置された。研究所設立
当初の食糧窮乏の時代においては，緊急の食糧事
情を打開 ・改善するための応用研究に重点が置か
れていたが，その後の社会経済の発展と食糧に関
する科学的認識の深まりとが相まって，食糧科学
に対する社会的要請の内容が質的に変化した。今
日，世界の人口と食糧生産量の聞の不均衡は，ま
すます深刻さの度合を強め，食糧危機の問題は，
単なる予測の段階から現実の問題になりつつあ
る。本研究所においては，このような食糧問題に
対する社会的要請に応えるために，新しい食糧資
源の開発，及び既存食糧資源、の生産性向上と高度
有効利用を重点課題と して取り上げ，基礎的な問
題から応用研究にいたるまでの組織的研究を推し
進めてきた。その過程において，有用な食品素材
の開発に関する萌芽的研究を育成してきたが，昭
2輸型エクストルーダ
和58年4月にはこれらの萌芽的研究を独立した研
究分野として確立し，推進させるために，食品プ
ロセス研究部門が設置された。
本研究部門は，所内の他部門と協同して，新し
い食品素材としての未利用資源の開発と利用を目
的とする研究を進捗させ，品質変換操作中に起こ
る様々な問題を解決するために鋭意努力してL、
る。現在の主な研究課題は以下のようである。
I) 食品素材の品質変換と新素材の開発（物理的
及び生物工学的操作による新しい食品調製素材
開発，機能特性や栄養特性の向上を目的とした
品質変換，食品に混和された異種タンパク質の
検出）
2) 食品に要求される基本的な機能についてのプ
ロセス学的研究（食品のl脅好特性，栄養特性の
解析並びに諸特性の維持増強，食品機能のデザ
イン）
3) 極端条件下における食品成分の性状解析
4) 有用酵素の研究と食糧資源の高度利用
新研究部門の設置にともなって，新食品素材製
造実験室が新営され，上述の研究課題の遂行に必
要な製造試験装置が整備された。そのうちの主な
ものは， 2軸型エクストルーダ（写真）とセント
リサーム ・ェパポレータである。エクストルーダ
は，スクリュー駆動によって連続的に食品加工原
料を混合，境搾，加熱，加圧，興院「f，熔融，成型
することによって，製品に望ましい組織を作り出
し，新しい形態の食品材料を作り出すものである
（表紙写真）。本実験室に整備された2軸型装置
は，従来の 1軸型装置に較べて，原料の搬送性が
高いので，高水分あるいは高油分原料を，品質の
劣化を最小限にとどめながら高度に加工すること
ができるものである。セントリサーム ・ェパポレ
ータは，遠心分離と減圧蒸発の原理を組み合わせ
た濃縮装置である。本装置は，瞬間的な加熱によ
って溶媒を蒸発させるもので，動植物や微生物か
らの抽出液に含まれる有用成分を変性分解させる
ことなく，効率よく濃縮することが出来るほか
に，殺菌，脱臭，芳香成分の回収なども行うこと
ができ，また加熱温度を必要に応じて変更できる
などの機能を備えている。
これらの装置類を駆使することによって，食品
の栄養特性，日香好特性，その他の機能特性を改善
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